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研究成果の概要（和文）：フランスの義務教育課程の国語学習指導要領及びこれの基礎となる学習目標をまとめ
た「知識・技能・教養からなる共通基盤」を解説を付して翻訳した。現行のフランスの学習指導要領は日本のそ
れに比して，学習方法・教材等ついて，より詳細な指示が施してある。そのため，これらの翻訳を通じ，義務教
育過程における国語教育の実態，他科目との関連を具体的に解明できた。
発表論文では，１）国語・文学教育の主眼が文学的言説の形式的・史的理解から価値・倫理の教育に移行しつつ
あること，２）教育実践・評価の軸が学習項目から技能へ転換したこと，３）国語教育ではイメージの読解がか
つてないほど重要性を帯びていること等を明らかにできた。

研究成果の概要（英文）：We have translated and explained the french language learning programs for 
compulsory education in France and the "Common Foundation consisting of knowledge, skills, and 
culture" that summarizes the learning objectives that form the basis of these programs. Compared to 
these in Japan, the current programs in France provide more detailed instructions on learning 
methods, teaching materials, and other related matters. Through these translations, we have 
clarified the actual situation of language education in compulsory education and its relationship 
with other subjects.
In the research paper, we have revealed that: 1) the focus of language and literature education is 
shifting from formal and historical understanding of literary discourse to education on values and 
ethics, 2) the axis of educational practice and evaluation has shifted from learning items to 
skills, and 3) image comprehension has become more important than ever in language education.

研究分野：科目教育学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
フランスの義務教育課程は近年大きく変容しているものの，文学教育は大きな重要性を保持している。フランス
でも，国語教育を現代社会の要請により適合したものに改革し，PISAに代表される国際評価で高い評点を得られ
るようにすべきである，という社会からの要求は年々強くなっている。
こうした要求を前に，日本では文学教育の重要性が低下する傾向が見てとれる。一方，日本と同様に長い文学的
伝統を有するフランスでは，文学作品を教材と保持しながら，学習目標，学習方法，評価方法等を改革すること
で，上記の社会的要求に対応しようと試みている。
以上から，本研究は日本における文学教育を考える上で貴重な視点を提供している。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
フランスでは 2016年 9月から大規模なコレージュ改革が推進された。この改革には，従 
来のフランスでは前期中等教育の段階から重視されてきた教科の専門家としての教員の職
業 アイデンティティーを問い直す施策，さらに現代フランス語だけを教えてきた国語と
いう教科のあり方に再考を促す施策が盛り込まれた。それ故，国語教育を中心に改革の様
相を 正確に記述し，その理念・意義を解明することは，フランスの教育のみならず，広
く国語・文学教育に関心のある研究者にとって喫緊の課題である。  
 
I ダブル・スタンダード状態  
フランスでは既に 2006年に，義務教育課程を修了するすべての生徒が習得することを国
が保証する学習内容が,「知識・技能からなる共通基盤」(以下「2006共通基盤」)として制定
された。国による学力保障が行われたのは，共和国フランスといえども，初めての政策で
あった。そのため，日本国内の研究者の関心も高く，翻訳も含めた多くの研究が行われて
きた。 
しかし，施行後 10 年が経過した 2016 年 9 月に行った現地聞き取り調査によれば，この
政策は教育現場に十分浸透しているとは言い切れない状況であることが判明した。2009 年
に施行されたコレージュ旧カリキュラムは「2006 共通基礎」との関係を明確に定義しなか
ったからである。そのため，行政サイドの意図・方針を現場の教員に伝達することを重要
な任務とする視学官さえもが，「2006 共通基盤」導入は，国語教育の方法，内容，評価方
法において重要な変革をもたらさなかったことを認めている。こうした事態を現場の教員
が直面している＜改革疲れ＞で単純に説明することはできない。2009 年カリキリュラムに
対応した教科書でさえ，いずれも「2006共通基盤」習得を目指した構成を採用していない
からである。つまり，フランスでは 2006 年からの 10 年間，生徒が身に付けるべき能
力・学力のリストと，学年ごとの学習項目を明示したリストが併存しながらも，その
関係が教員・生徒に明確にされない状態が続いてきたのである。  
 
II.  関係の明確化に向けて  

2016 年以降の改革により，両者の関係の明確化が図られた。まず，同年 3 月，共通
基盤が改定された。その際に，教養と批判精神の涵養を重視するフランスらしく，教
養に関する条項が加わった。その結果，名称も「知識・技能・教養からなる共通基盤」
に改められた（以下， 「2015共通基盤」)。これを受け，同年 11月には「2015共通基
盤」に準拠する形で，2016 年 9 月から施行されるカリキュラム（以下，「新カリキュ
ラム」）が発表された。「新カリキ ュラム」の重要な意義は以下の点に求めることがで
きる。すなわち，学習項目主義から学習成果主義への移行である。 
 
III.  国語という教科の変容  
上記変革に加え，2016 年コレージュ改革により，コレージュ第 1 学年から週 1〜 2
時間の個人支援授業が，加えて第 2学年から第 4学年の 3年間は週に 2〜3時間の割合
で 科目横断型授業が導入された。さらに，選択科目のラテン語・ギリシア語教育を縮
小する代わりに，その学習内容の一部を国語の授業の中に取り入れることが決定され
た。これらの決定は重要である。いずれも科目編成の中における国語の重要性を高め
る契機となりうるからである。だが，それにもまして重要なのは，いずれの決定も，
古代語，とりわけラテン語の習得を中心とするエリート養成機関の名残を留めるリセ
普通課程をモデルに立ち上げられた統一コレージュのあり方に根本的な再考・変更を
もたらし得る改革だからである。これらの決定が国語教育に及ぼす影響は，現場の教
員の対応，教科書を中心とする教材のあり方といった観点から，丁寧に調査・分析を
行う必要がある。  
 
 
２．研究の目的 
本研究の特色は，義務教育課程，とりわけ前期中等教育を通じて行われる国語教育
の全体像を立体的に解明しようとする点にある。即ち，全生徒が義務教育課程修了時
に獲得することが法的に保証されている１）「2015共通基盤」を翻訳し，２）「2006共
通基盤」との比較検討等の通時的考察， 「2015共通基盤」に依拠した「新カリキュラ
ム」の分析，３）教科書の体系的収集・考察，４）前期中等教育修了認定試験等による
学力評価・認定手続き，５）授業見学・関係者への 聞き取り調査，を有機的に関連付
けた考究である。  
管見の限り，フランスにおける国語教育研究の分野では，文学研究者として養成され
た研究者が絶対的多数を占めている。また，文学教育に大きな重要性を与えると同時
に，最新の文学研究の傾向・成果を積極的に取り入れるフランス中等教育における国



語教育を理解するには，フランスの文学研究・教育の動向に精通しておくことが求め
られる。以上の理由から，フランスの コレージュ改革，その中で国語教育が果たす役
割，またそれから国語教育が被る影響について総合的な視座を設定した研究は稀であ
り，その意味において，独創的かつ先進的な試みと位置付けることができる。  
 
 
３．研究の方法 
上述の如く，本研究の目的は 2016年コレージュ改革を通じて定着が図られている新
たな学力の様相を，国語を中心に解明し，学力習得のために打ち出された諸施策の意
義と教育現場における実効性を吟味することにある。この狙いを達成するには，研究
期間中に，主に以下のような課題に取り組むことが必要である。 
１）国語を柱とする人文科学・芸術分野を中心に，義務教育課程修了に必要とされる学
力の 様相を解明する。特にその構成のロジックに大きな変化が見られる「2015共通基
盤」と「2006共通基盤」との比較に基づいて分析する。そこから，ヨーロッパ連合が社 
会・市民に与える影響が日々強まる現代フランスで要求されている学力がどのように
推移しているかを解明する。  
２）学習成果を軸にした初めてのカリキュラムである新カリキュラムを内容面からだけ
でなく，構成からも検討する。国語が中心になるが，他教科，とりわけ人文科学系教
科を視野に入れた考察を展開する。特に小学校上学年（４・５年）との連携が一層強化
された，コレージュ１年のカリキュラムについては小学校における国語学習も含め検
討する。さらに学力を前景化させた新カリキュラムの分析を通して，2016 年改革は教
員にどのような変化を求めているのか，つまり何を，どのように教えることを教員に
期待しているのかを明確にする。  
３）国語を中心に，主要教科書会社が発行する「新カリキュラム」対応教科書を，旧カ
リキ ュラム対応教科書と比較照合しながら分析し，「2015共通基盤」及び「新カリキ
ュラム」の理念がどのように，またどの程度教材に反映されているかを解明する。フラ
ンスにおける教科書は，法令で授業での使用が義務付けられていない。そのため，こ
れまでもカリキュラム改訂に対して，教科書会社ごとに多様な対応が取られてきた。 
今回のカリキュラム改訂に対しても同様の反応が予想されるが，検証には，広汎な資
料収集が必要となる。  
４）学習成果により編成されたカリキュラムの施行により，具体的に試験問題はどのよ
うに推移したのかを分析・考察する。そのために，2016 年度以降の前期中等教育修了
認定試験，特に国語の筆記試験問題を分析し，求められている学力を提示する。さら
に，試験が要求する学力と「2015 年共通基盤」で示されている能力との比較を行い，
2016 年改革の理念が期中等教育を締めくくる試験に具体的にどのように反映されてい
るか，また反映されていないかを検討する。 
５）フランス国民教育相の省令，通達などの公式文章の検討，各種報告書の読解，フラ
ンス現地のコレージュの視察・授業参観，関係者（教員，視学官，生徒，保護者，研究
者）への聞き取り調査を通じ，「2015共通基盤」が示す学力獲得のための諸施策が，国 
語の授業ではどの程度浸透・定着し，学力獲得に貢献しているかを調査する。この調
査は，2017年 5月に選出されたマクロン大統領が 2016年改革の施策全てに肯定的な見
解を示しているわけではないだけに重要である。  
 
 
４．研究成果 
フランスの義務教育課程の国語学習指導要領及びこれの基礎となる学習目標をまとめた
「知識・技能・教養からなる共通基盤」を，詳細な解説を付して翻訳した。現行のフランス
の学習指導要領は日本のそれに比して，学習方法・教材等ついて，より詳細な指示が施して
ある。そのため，これらの翻訳を通じ，義務教育過程における国語教育の実態，他科目との
関連を具体的に解明できた。 
発表論文では，１）国語・文学教育の主眼が文学的言説の形式的・史的理解から価値・倫理
の教育に移行しつつあること，２）教育実践・評価の軸が学習項目から技能へ転換したこと，
３）国語教育ではイメージの読解がかつてないほど重要性を帯びていること等を明らかに
できた。 
フランスの義務教育課程は近年大きく変容しているものの，文学教育は大きな重要性を保
持している。フランスでも，国語教育を現代社会の要請により適合したものに改革し，PISA
に代表される国際評価で高い評点を得られるようにすべきである，という社会からの要求
は年々強くなっている。 
こうした要求を前に，日本では文学教育の重要性が低下する傾向が見てとれる。一方，日本
と同様に長い文学的伝統を有するフランスでは，文学作品を教材と保持しながら，学習目標，
学習方法，評価方法等を改革することで，上記の社会的要求に対応しようと試みている。 
以上から，本研究は日本における文学教育を考える上で貴重な視点を提供している。 
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